
Ⅰ　施設概況報告書　（令和５年度　保育所・認定こども園用共通）

現在の状況を記載してください。（職名等は、設置主体に合わせて変更してください。）

Ⅰ　施設及び事業の概況

1　施設名等 2　土地・建物の状況

　法人所有地　Ａ

　借　　　地　Ｂ

　計　　Ａ+Ｂ+Ｃ

　建　　　　替 年 月

年 月

役職名

４　諸規程の整備状況

役職名 連絡先

防災 氏名　　　　　　　　　　　　役職名 連絡先

経理 氏名　　　　　　　　　　　　

施設運営 氏名　　　　　　　　　　　　役職名 連絡先

給食栄養 氏名　　　　　　　　　　　　役職名 連絡先

　　年　　月　　日

パ　ー　ト　職　員
等　就　業　規　則

　　　　年　　月　　日 　　　　年　　月　　日 　　年　　月　　日

児童処遇 氏名　　　　　　　　　　　　役職名 連絡先

㎡

　簡易耐火構造 Ｂ ㎡

　木 　　　造　Ｃ ㎡

施 設 長 名 　計　　　Ａ+Ｂ 0.00 ㎡

施 設 所 在 地

    　  区

建
　
　
　
　
物

　耐 火 構 造　Ａ

事業開始年月日 　　　　　　年　　　月　　日 0.00 ㎡

利 用 定 員

職員処遇 氏名　　　　　　　　　　　　 連絡先

　　　　年　　月　　日 　　　　年　　月　　日

就　業　規　則 　　　　年　　月　　日 　　　　年　　月　　日 　　年　　月　　日

経 理 規 程 　　　　年　　月　　日 　　　　年　　月　　日

臨 時 職 員
就 業 規 則

　　　　年　　月　　日 　　　　年　　月　　日

㎡

施 設 名  所 有 者 名

法 人 名
土
　
　
地

㎡

法 人 代 表 者 名

　　　（℡　　℡　-　　　　）

旅 費 規 程 　　　　年　　月　　日 　　　　年　　月　　日 　　年　　月　　日

名 新 築 ・ 改 築

増 築

3　監査対応者
（各監査事項の担当者について記載願います。また、担当者が同じ場合でも空欄にせず記載くだ
さい。）

給 与 規 程 　　　　年　　月　　日 　　　　年　　月　　日 　　年　　月　　日

区     分 当 初 制 定 年 月 日 最 近 の 改 定 年 月 日 最近の労基署届出年月日 　

運　営　規　程
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５　法人役員（会社役員）の状況（該当する職がなければ記載不要） 令和 年 月 日現在

①　理事長（代表取締役等）、理事（取締役等）

職　名

理 事

理 事

理 事

理 事

理 事

②　監事（監査役等）

職　名

監 事 監 事

監 事 監 事

③　評議員

職　名

評議員

評議員

評議員

評議員

評議員

評議員

評議員

1 理事長 6

職　名

3 理 事 8

2 理 事 7

5 理 事 10

4 理 事 9

職　名 氏　　　名 職　　業 氏　　　名 職　　業

1 3

2 4

1 評議員 8

職　名 氏　　　名 職　　業 氏　　　名 職　　業

3 評議員 10

2 評議員 9

5 評議員 12

4 評議員 11

7 評議員 14

6 評議員 13

氏　　　名 職　　業 氏　　　名 職　　業
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Ⅱ　職員の状況

※1　本年4月1日から提出日前月末までの在職者（臨時職員、パート職員、嘱託職員等を含む）の状況について記載すること。  
※2　休職中の職員及び4月1日から監査前月末までの間に退職した職員はその旨「備考」欄に記載すること。（例：○月○日から産休中、○月○日退職等）
※3　4月1日現在で休職中であったが、4月2日以降に復職した職員は、その旨「○月○日復職」と「備考」欄に記載すること。
※4　「職種」欄は、施設長、副施設長（教頭）、主任保育士（主幹保育教諭）、保育士、保育教諭、幼稚園教諭、栄養士、調理員、事務職員、用務員、保育補助員等の職種を記載すること。
※5　「雇用形態」欄は、正職、臨時、パート、契約、派遣、嘱託等の区分を記載すること。
※6　「年齢」欄は、4月1日現在の満年齢を記載すること。
※7  「資格の有無」欄は、保育士資格、幼稚園教諭免許状、栄養士、管理栄養士、調理師の資格を持つ者（施設長含む）は「有」を選択し、「備考」欄に資格名を記載すること。
※8　「経験年数」欄は、正職員、臨時職員等雇用形態に関係なく、監査月までの社会福祉関係職場での勤務年数をそれぞれの区分にしたがって記載すること。
※9　「4月１日現在本俸」欄は、〔本俸額〕を上段に、〔級-号俸〕を下段に、2段書きとして記載すること。
※10　「臨時職員等賃金支給額」欄は、「臨時職員等賃金の支給単価」を上段に記載し、月給・日給・時給の中で該当するものに○を付すこと。
※11　「前年の年収」欄は、給与所得の源泉徴収票の「支払金額」欄の金額を記載のこと。　
※12　(1) 「1年間の年次有給休暇の状況」欄は、年次有給休暇の付与の基準日（付与日）から経過した「直近の1年間」の状況を記載すること。
　　　　「直近の1年間」＝直近の付与日の前日を最終日とする1年間の状況
　　　　　 例　この資料作成時において、直近の年次有給休暇の付与日がR5.4.1の場合：　R4.4.1～R5.3.31の状況
　　　   　例　この資料作成時において、直近の年次有給休暇の付与日がR4.10.1の場合：　R3.10.1～R4.9.30の状況
　　　　(2) 年次有給休暇の付与日が人ごとに異なる場合は、それぞれの人の付与日に応じた状況を記載すること。
　　　　(3) 「保有日数」欄は、(1)の直近の１年間に係る付与日に付与した日数とその前の１年間からの繰越日数の合計数を記載すること。
　　　　(4) 「消化日数」欄は、(1)の直近の１年間において使用した年次有給休暇の日数を記載すること。

1　職員の状況
臨時職員等
賃金支給額

歳 年 月 年 カ月 年 カ月 年 カ月 年 カ月 円 時間 分 日 日 %

(（ - 　）)（ - 　）月・日・時
円 日 日 %

(（ - 　）)（ - 　）月・日・時
円 日 日 %

（ - 　）（ - 　）月・日・時
円 日 日 %

（ - 　）（ - 　）月・日・時
円 日 日 %

（ - 　）（ - 　）月・日・時
円 日 日 %

（ - 　）（ - 　）月・日・時
円 日 日 %

（ - 　）（ - 　）月・日・時
円 日 日 %

（ - 　）（ - 　）月・日・時

月給額
日給額
時給額
　　※10

消化
日数
※12

保有
日数
※12

消
化
率

円

円

円

円

：

：

・

・ ・

※下の記入上の注意をよくお読みのうえ、ご記入ください。

備　　考

※2、※3、※7

・ ・

：

臨時職員等
１日の勤務
時  間  数

前年の
年  収

※11

・

・・ ・

1年間の年次有給
休暇の状況（※12）

他の保
育園・
幼稚園

保育園
以外の
福祉関
係職場

当該園 計 前年度

職種

※4

雇用
形態

※5

氏　　　名

・

№

・

・

４月1日現在本俸
(　　級 -　号俸）※9

年齢

※6

資格
の
有無

※7

採  用
年月日

経　　験　　年　　数
　　　　　　　　　　※８

・・ ・・

本年度

・

2

1

5

6

3

4

・

7

8

・・

・

・

：

・
円

・ ・

・ ：

：

・

円
：

・
円

・

：
円

・ ・

・・

・

・ ・ ・ ・ ・

・
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円 日 日 %

（ - 　）（ - 　）月・日・時
円 日 日 %

（ - 　）（ - 　）月・日・時
円 日 日 %

（ - 　）（ - 　）月・日・時
円 日 日 %

（ - 　）（ - 　）月・日・時
円 日 日 %

（ - 　）（ - 　）月・日・時
円 日 日 %

（ - 　）（ - 　）月・日・時
円 日 日 %

（ - 　）（ - 　）月・日・時
円 日 日 %

（ - 　）（ - 　）月・日・時
円 日 日 %

（ - 　）（ - 　）月・日・時
円 日 日 %

（ - 　）（ - 　）月・日・時
円 日 日 %

（ - 　）（ - 　）月・日・時
円 日 日 %

（ - 　）（ - 　）月・日・時
円 日 日 %

（ - 　）（ - 　）月・日・時
円 日 日 %

（ - 　）（ - 　）月・日・時
円 日 日 %

（ - 　）（ - 　）月・日・時
円 日 日 %

（ - 　）（ - 　）月・日・時
円 日 日 %

（ - 　）（ - 　）月・日・時

円

円

円

円

円

10

11

24

9

16

17

18

19

20

23

22

25

21

14

15

13

12

・ ・ ・・ ：

・ ・ ・ ・

円
・

：

・ ・ ：

・
円

円
・

・

・ ・

・

・

・

・・・

・

・
円

・ ：

：

円

・ ：・

・ ：
円

・ ・・

・ ・ ・

・

・

・

・ ・

・ ・

・

・・

・ ・ ・

・ ・・

・

：

円
：

・ ・ ・

・・

・・

：

・ ：

：
円

・・ ・ ・ ・ ：
円

・

・ ：・ ・ ・ ・

：・ ・ ・ ・ ・
円

・ ・ ・ ・
円

・

：

・ ：

・

・・ ・
円
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2　職員の1日の勤務体制

 

 ※1　雇用形態に関わらず、実際に配置した保育士等及び給食業務従事者の勤務体制を記載すること。
   2　「平日の勤務体制」欄について、4月3日が通常開園日の勤務体制と大幅に異なる場合は、任意の日を入力し、

    　該当日の勤務体制を入力すること。

   3　「土曜日の勤務体制」欄について、令和5年度に開所していた任意の日を入力し、該当日の勤務体制を入力すること。

   4　「配置人数」欄は、同一勤務時間に配置した職員数を記載すること。

職
種
勤務
形態

平日の勤務体制（令和5年4月3日） 土曜日の勤務体制（令和5年 月 日）

勤務時間（ア） 休憩時間（イ） 実働
時間
（ア－イ）

配置
人数

勤務時間（ア） 休憩時間（イ） 実働
時間
（ア－イ）

配置
人数

始業
時刻
終業
時刻

開始
時刻
終了
時刻

始業
時刻
終業
時刻

開始
時刻

終了
時刻

時間 分 時 分時 分 時 分 時間 分

： ： ： ： ：

時間 分

保
育
士
等

園長 ： ： ： ： ：

時 分 時間 分 時間 分時間 分

Ｂ ： ： ： ： ： ： ：

： ： ： ： ：Ａ ： ： ： ： ：

： ： ：

Ｃ ： ： ： ： ：

Ｄ ： ： ： ： ： ： ：

： ： ： ： ：

： ： ：

Ｅ ： ： ： ： ：

Ｆ ： ： ： ： ： ： ：

： ： ： ： ：

： ： ：

Ｇ ： ： ： ： ：

Ｈ ： ： ： ： ： ： ：

： ： ： ： ：

： ： ：

Ｉ ： ： ： ： ：

Ｊ ： ： ： ： ： ： ：

： ： ： ： ：

： ： ：

Ｌ ： ： ： ： ：

Ｍ ： ： ： ： ： ： ：

： ： ： ： ：

： ： ：

Ｎ ： ： ： ： ：

給
食
業
務
従
事
者

Ａ ： ： ： ： ： ：

： ： ： ： ：

： ： ： ：

Ｂ ： ： ： ： ：

Ｃ ： ： ： ： ： ：

： ： ： ： ：

： ： ： ：

Ｄ ： ： ： ：

： ： ： ：

：

Ｅ ： ： ： ： ： ：

： ： ： ： ：
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3　経理担当者の発令状況

4　嘱託医等の状況

円 円 円

円 円 円

回

回

※　「報酬額」欄は、毎月払いの場合はその額を月額欄に、その他の支払方法の場合は年額欄に記載すること。

※　「契約開始（就任）年月日」は医師等との当初契約日を記載し、同一人との契約更新があっても日付を更新しないこと。

※　薬剤師は認定こども園のみ記載すること。

Ⅲ　児童の状況
1　児童の年齢別状況 単位：人

（ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ）
※1　（　　）内には、障害児数を再掲すること。　

Ⅳ　給食の状況
1　担当者（給食業務全般の主担当者を1名ご記入ください）

【 】

※　「職種」、「雇用形態」欄は、該当事項を○で囲むこと。

2　給食業務職員等の配置状況

人

3　特別食の状況 ※（　　　年　　　月　　　日現在）

※　資料作成時近況の対応人数を記載すること。

区　　　分 職 氏 名 発令年月日

会 計 責 任 者 　　年　　月　　日

勤務箇所名

嘱託医氏名 嘱託医氏名 薬剤師氏名

出 納 職 員 　　年　　月　　日

専門科名 小児科・内科・その他 専門科名 歯 科 医 専門科名 薬 剤 師

報酬額
月額

報酬額
月額

勤務箇所名 勤務箇所名

報酬額
月額

年額 年額 年額

契約開始
(就任)年月日

　　　年　　　月　　　日
契約開始
(就任)年月日

　　　年　　　月　　　日
契約開始
(就任)年月日

　　　年　　　月　　　日

契約書・承諾
書の有無

契約書・承諾
書の有無

契約書・承諾
書の有無

幼児健診

区     分 ０歳 1歳 2歳 3歳 4歳

健診回数
（契約上）

乳児検診 健診回数
（契約上）

5歳
計 認可定員 充足率

（A) （Ｂ） (Ａ/Ｂ)

回

％
（4月1日）

児童数

0

児童数

・調理員　　　・その他

％
（監査前月1日） 0

食品衛生責任者
・栄養士

氏名
・調理師 　・その他

専　　任　　職　　員 調理業務等代替職員（※兼務含む）

職種等
・管理栄養士　・栄養士

雇用形態
・正職員 ・その他（下欄に非正規理由）

氏名

計
正　　職 臨　　時 パート 職種（・保育士　・用務員　・その他)

人 人 人 人 0

①離　　　乳　　　食
②アレルギー食 ③宗教上等の除去食

５～６カ月 ７～８カ月 ９～１１カ月

人人 人 人 人
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Ⅴ　安全衛生管理体制（該当する方を記載してください。）

 職 名

 氏 名

 職 名

 氏 名

 氏 名

※衛生管理者の選任が必要な場合のみ記載

Ⅵ　職員の健康診断状況

衛 生 推 進 者
（従業員数50人未満）

衛 生 管 理 者
（従業員数50人以上）

選 任 年 月 日 　　　年　　　月　　　日

※ 産 業 医

腰痛健康診断 年 回 有・無

区分 実施回数 実施記録

一般健康診断 年 回 有・無
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Ⅶ　帳簿等の整備状況

定款細則 ・ 専 決規定 経 理 規 程 児 童 票

運 営 規 程 仕 訳 伝 票 全 体 的 な 計 画

事 業 計 画 書 振 替 伝 票 長 期 的 な 指 導 計 画

事 業 報 告 書 総 勘 定 元 帳 短 期 的 な 指 導 計 画

職 員 会 議 録 小 口 現 金 出 納 帳 ３ 歳 未 満 児 の 個 別 指 導 計 画

委託費請求関係書類 現 金 出 納 帳 障 が い 児 保 育 個 別 支 援 計 画
延 長 保 育 関 係  綴 書 類
（ 申 込 書 ・ 利 用 状 況 表 等 ） 有 価 証 券 台 帳 保 健 計 画 （ 学 校 保 健 計 画 ）
一 時 保 育 関 係  綴 書 類
（ 申 込 書 ・ 利 用 状 況 表 等 ） 未 収 金 明 細 書 安 全 計 画 （ 学 校 安 全 計 画 ）

未 払 金 明 細 書 研 修 計 画

預 り 金 明 細 書 保育所児童保育要録綴（園児指導要録）

寄 附 金 品 台 帳 ク ラ ス 記 録 綴

寄附金品領収(受領)書(写) 入園時健康診査（満２歳未満の乳幼児）

月 次 試 算 表 健 康 診 断 票 綴

貸 借 対 照 表 身 体 測 定 記 録 票 綴

就 業 規 則 資 金 収 支 計 算 書 事 故 記 録 簿

給 与 規 程 事 業 活 動 計 算 書 苦 情 記 録 簿

旅 費 規 程 財 産 目 録 自 己 評 価 関 係 綴

賃金控除に関する協定書 借 入 金 明 細 表 保 育 ( 業 務 ） 日 誌

３ ６ 協 定 書 寄 附 金 収 入 明 細 表 園 ・ ク ラ ス 便 り 綴

時間単位の年次有給休暇に関する協定書 補助金等事業収益明細書 行 事 計 画 ・ 記 録 綴
1年単位の変形労働時間制に関す
る 協 定 書 引 当 金 明 細 表 児 童 出 席 簿

口 座 振 込 同 意 書 預 金 通 帳 連 絡 帳 ・ お 便 り 帳

辞 令 簿 預 貯 金 残 高 内 訳 表 睡 眠 チ ェ ッ ク 表

労 働 者 名 簿 当座預金取引明細書 事 故 防 止 ・ 対 応 マ ニ ュ ア ル

履 歴 書 綴 事 業 区 分 間 及 び 拠 点 区 分 間
繰 入 金 明 細 書

資 格 証 明 書 綴 高 額 物 品 購 入 及 び 修 繕
に 係 る 伺 ・ 契 約 書 等

出勤簿またはタイムカード 積 立 金 明 細 表 食育関係書類（年間指導計画・評価等）

休 暇 簿 固 定 資 産 管 理 台 帳 献 立 表 （ 予 定 ・ 実 施 ）

休 暇 管 理 簿 固定資産増減明細表 時間外保育用（夕方）おやつ予定・実施献立表綴

休 日 振 替 簿 給 食 だ よ り ( 幼 児 食 ・ 離 乳 食 )

職員健康診断関係綴 食 物 ア レ ル ギ ー 食 対 応 関 係 書 類

給 与 （ 賃 金 ） 台 帳 給 食 日 誌 ・ 検 食 記 録 綴

時 間 外 労 働 命 令 簿 検 便 検 査 結 果 綴

出張（研修）命令書綴 衛 生 管 理 チ ェ ッ ク リ ス ト 綴

出張（研修）復命関係綴 給 食 会 議 録

各種手当届綴（扶養・住宅・通勤） 食 品 材 料 発 注 書 綴

 臨時・パート職員雇用契約書綴 食 品 材 料 納 品 書 綴

貯 蔵 食 品 受 払 簿

寄 附 食 品 受 払 簿

消 防 計 画
緊 急 連 絡 系 統 図
避 難 訓 練 記 録 簿
消 防 設 備 点 検 結 果 関 係 綴
非 常 災 害 対 策 計 画

　６　防災関係

　１　施設運営・管理関係 　３　経理関係 　４　児童処遇関係

　２　職員処遇関係

　５　給食関係
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このあとのページからは

前年度の状況を記入してください。

※　新設施設の場合は、可能な限り当年度の状況
を記入してください。その場合、４月１日の字句は開
所日と読み替えて、記入してください



Ⅰ　職員

1　職員会議・処遇会議等の状況

回 回

回 回

回 回

回 回

回 回

回 回

回 回

回 回

※1　園が主催している職員会議、教育・保育会議、給食会議、打合せ会、各種研修会等について記載すること。

　 2　前年度実施状況について記載すること。
　 3　職員研修会は含まないこと。

　　欄に記載すること。

2　職員外部研修の状況

※1　施設内・施設外職員研修会(市外出張を伴うものを含む。）の前年度実績について、すべて記載すること。

Ⅱ　施設運営報告書

会　　　議　　　名 開　催　日　数 参 加 職 種 会 議 録 その他参考事項
定　例 臨　時

有・無

有・無

有・無

有・無

有・無

有・無

有・無

有・無

　 4　教育・保育会議、給食会議等を単独で開催せず職員会議の中に包括されている場合は、その旨を｢その他参考事項」　

研 修 会 名 称 主催団体
開 催 月 日

開 催 地 参加職種 受講人員 復 命 等 の 方 法
開 催 期 間
　　月　　日

人 文書・口頭・会議で報告・その他
日間

　　月　　日
人 文書・口頭・会議で報告・その他

日間
　　月　　日

人 文書・口頭・会議で報告・その他
日間

　　月　　日
人 文書・口頭・会議で報告・その他

日間
　　月　　日

人 文書・口頭・会議で報告・その他
日間

　　月　　日
人 文書・口頭・会議で報告・その他

日間
　　月　　日

人 文書・口頭・会議で報告・その他
日間

　　月　　日
人 文書・口頭・会議で報告・その他

日間
　　月　　日

人 文書・口頭・会議で報告・その他
日間

　　月　　日
人 文書・口頭・会議で報告・その他

日間
　　月　　日

人 文書・口頭・会議で報告・その他
日間

　　月　　日
人 文書・口頭・会議で報告・その他

日間
　　月　　日

人 文書・口頭・会議で報告・その他
日間

　　月　　日
人 文書・口頭・会議で報告・その他

日間
　　月　　日

人 文書・口頭・会議で報告・その他
日間

　　月　　日
人 文書・口頭・会議で報告・その他

日間
　　月　　日

人 文書・口頭・会議で報告・その他
日間

　 2　「復命等の方法」欄は、該当事項を○で囲むこと。

　　月　　日
人 文書・口頭・会議で報告・その他

日間
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Ⅱ　児童

子育て支援事業の実施状況

時 ～ 時）

※各事業の実施の有無をプルダウンから選択してください。

Ⅲ　給食
1　食費の状況

　　　

2　提供状況 あてはまるものを○で囲むこと

 ・ 毎日
 ・ 指定した曜日（ 月   火   水   木   金   土 ）
 ・ 行事食のみ
 ・ その他（　　　　　　　　　　　　　　　　）

指導食
（※職員へ提供）

有
・
無

徴収金額 提供状況（頻度・量）

（ 月額　・ 日額　 ）

                    円

【頻度】
 ・ 児童と同じ提供日
※上記以外の場合

 ・ 土曜日のみ
 ・ 行事食のみ
 ・ その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

【提供量】
 ・ 児童と同じ
 ・ 児童より多い　（ 約　　　倍 ）

【提供している内容】
 ・ 昼食 （ 主食 ・ 副食 ・ 果物 ・ 汁物 ）
 ・ おやつ （ 午前 ・ 午後 ）
 ・ 牛乳 （ 午前 ・ 午後 ）
 ・ その他 （　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

3～5歳の
主食給食

有
・
無

徴収金額 提供状況（頻度）

（ 月額　・ 日額　 ）

主食費　　　　　　　円

8 　病児保育事業

給食用食材費総額
Ａ（注１）

年間給食延べ人数
【児童】　Ｂ

年間給食延べ人数
【職員】 Ｃ（注2）

1日1人平均給食費
（概算）
Ａ/(Ｂ+Ｃ)

※注1 「指導食」を職員に提供している
場合は、職員給食費も含んだ金額を記
入すること。

※注2 「指導食」を職員に提供している
施設のみ記入。未実施の場合は０を記
入すること。

円 人 人 円

6 　家庭支援推進保育事業

7 　休日保育加算対象施設

4 　地域子育て支援拠点事業等

5 　障がい児保育事業（特別児童扶養手当支給対象児の受け入れ）

2 　一時預かり事業

3 　乳児保育事業（乳児３人以上の受け入れ）

実施の有無

1 　延長保育事業　 （時間外時間
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Ⅳ　防災
１　防火管理者の状況 ２　消防計画書等の状況

３　消防設備等の点検状況

４　非常災害に対する訓練状況等

※1　「実施訓練内容」欄は該当事項を○で囲むこと。　
※２　消防へ届出をした月については「届出」欄に〇を記載すること。

６　非常災害対策計画の状況

１　児童福祉施設等の立地条件（地形 等）

２　災害に関する情報の入手方法（「高齢者等避難」等の情報の入手方法の確認 等）

３　災害時の連絡先及び通信手段の確認（自治体、利用者家族、職員等）

４　避難を開始する時期、判断基準（「高齢者等避難発令」時 等）

５　避難場所（指定避難場所、施設内の安全なスペース 等）

６　避難経路（避難場所までのルート（複数）、所要時間 等）

７　避難方法（利用児童の年齢や発達に応じた避難方法 等）

８　災害時の人員体制、指揮系統（災害時の参集方法、役割分担、避難に必要な職員数 等）

９　関係機関との連携体制

避難・消火・通報・救出

避難・消火・通報・救出

避難・消火・通報・救出

・　・

避難・消火・通報・救出

避難・消火・通報・救出

避難・消火・通報・救出

非常災害対策計画の有無 有　・　無

予定地まで
の所要時間 約　　　　分

予定地まで
の所要時間 約　　　　分

第２次避難場所

名称 名称
施設からの
距離 約　　　　ｍ

施設からの
距離 約　　　　ｍ

第１次避難場所

実 施 訓 練 内 容届出

・　・

有（　　　　　か月に１回）・無

※「自主点検の実施状況」には消防計画で規定している園が実施する点検内容について記載すること。

実施年月日

※複合用途防火対象物（複数のテナントが入った建物）の場
合に義務付けられます。

非常口、避難経路、避難器具等付近の障害物

・　・

避難・消火・通報・救出

無・有（　　　　　　　　　　　　）

避難・消火・通報・救出・　・

・　・

地震想定の避難訓練 有（　　年　　月）・無 浸水想定の避難訓練 有（　　年　　月）・無

避難・消火・通報・救出・　・

　　年　　月　　日　

 氏 名 最終変更届出年月日 　　年　　月　　日　

５ 避難場所の状況

防 火 管 理 者
 職 名 当初届出年月日

　　　年　　　月　　　日

講習修了年月日 　　　年　　　月　　　日 ※共同防火管理体制

機　　器　　点　　検

点 検 年 月 日

有（　　年　　月　　日）・無

　　年　　月　　日 　　年　　月　　日

消防署への報告の有無

避難・消火・通報・救出・　・

設備点検記録 有　・　無

有　・　無

消防届出年月日

避難・消火・通報・救出

・　・

・　・

・　・

・　・

実 施 訓 練 内 容届出

区　　　　　分
点　検　の　箇　所　等

総　　　　　　合

・　・避難・消火・通報・救出

自主点検の実施状況

実施年月日

計画を作成している場合、下記の盛り込むべき項目の有無

有 ・ 無

有 ・ 無

有 ・ 無

有 ・ 無

有 ・ 無

有 ・ 無

有 ・ 無

有 ・ 無

有 ・ 無
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法 人 名

施 設 名

〔単位：円〕

差引過△不足額

金額① 金額② （①―②)
1 保育所委託費収入 0 24 0
⑴ 人件費(処遇改善等加算含む) ⑴
⑵ 事業費(処遇改善等加算含む） ⑵
⑶ 管理費(処遇改善等加算含む） ⑶
※1（処遇改善等加算基礎分） ‘（　） ⑷
※２（処遇改善等加算賃金改善要件分） ‘（　） ⑸

2 私的契約利用料収入 ⑹

3 私立認定保育所利用料収入 25 0

4 その他の事業収入 0 ⑴

⑴ 時間外保育事業補助金収入 ⑵
⑵ 一時保育事業補助金収入 ⑶
⑶ 　　　　　　　　　　補助金収入 ⑷

5 人件費積立資産取崩収入 ⑸

6 修繕積立資産取崩収入 ⑹

7 備品等購入積立資産取崩収入 ⑺

8 保育所施設・設備整備積立資産取崩収入 ⑻
⑼
⑽

9 0 26 0

10 市事業に係る経常経費補助金収入 0 ⑴
⑴ 私立認可保育所に係る各種補助金収入 ⑵
⑵ 障がい児保育事業補助金収入 ⑶
⑶ 産休等代替補助金収入 ⑷
⑷ 　　　　　　　　　　補助金収入 ⑸

⑹

11 借入金利息補助金収入 0 ⑺
⑴ 社会福祉施設設備資金借入金利息補助金収入 ⑻

⑼

12 市その他補助金等に係る収入等計（１０+１１） 0 ⑽

13 寄附金収入 ⑾

14 雑収入 ⑿

15 ○○区分間繰入金収入 ⒀

16 受取利息配当金収入 ⒁
⒂
⒃
⒄

17 その他経常収入計（１３～１６） 0 ⒅

27
28 人件費積立資産支出
29 修繕積立資産支出
30 備品等購入積立資産支出
31
32 ○○区分間繰入金支出

18 33
0 0 0

19 処遇改善等加算分（上記　※1 ＋ ※2 ） 34
20 35 土地・建物賃借料支出
21 36
22 ３４及び３５の経費に係る積立資産取崩収入 37
23 ２４から３９の経費等に係る借入金収入 38

39 租税公課
0 0 0
0 0

※ ⑴ 収入と支出の合計は一致させること。

⑵ ２４から３９の経費等に係る借入金収入がある場合には、その受取額につても収入の２３に計上すること。

⑶ 当期資金収入差額（各種積立預金積立支出額を含む）が収入決定額の５％相当額を上回る場合は、別紙により理由書を添付のこと。

職員給料支出
職員賞与支出

　　令和４年度資金収支計算書分析表　（保育所のみ提出）

科　　　　目 科　　　　目
人 件 費 支 出

非常勤職員給与支出
派遣職員費支出
退職給付支出

法定福祉費支出

事 業 費 支 出

給食費支出

保健衛生費支出
保育材料費支出
水道光熱費支出
燃料費支出
消耗器具備品費支出
保険料支出
賃借料支出
車両費支出
雑支出

運営費及び国庫補助金等に係る収入等計（１～８） 事 務 費 支 出
福利厚生費支出
職員被服費支出
旅費交通費支出
研修研究費支出
事務消耗品費支出

印刷製本費支出

水道光熱費支出

保守料支出

合　計（①+②-19「処遇改善等加算分」） 合　　　　　計

当期資金収支差額合計（欠損金） 当期資金収支差額合計
①小計（９+１２+１７+１８） ２４から３３までの小計

固定資産取得支出のうち施設の整備等に係る支出

34及び35の経費に係る借入金利息支出

国庫補助金事業に係る施設整備補助金収入
国庫補助金事業に係る設備整備補助金収入

②１９から２３までの小計 ３４から３９までの小計

保育所施設・設備整備積立資産支出

収　　　　　入 支　　　　　　出

34及び35の経費に係る借入金償還支出

34及び35の経費に係る積立資産支出

手数料支出
保険料支出
賃借料支出

雑支出
固定資産取得支出（施設整備等に係る支出を除く）

燃料費支出
修繕費支出
通信運搬費支出
会議費支出
広報費支出
業務委託費支出
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１　当期繰越率

+

経常収入計（決算額）

※当期資金収入差額（各種積立預金積立支出額を含む）が収入決算額の５％相当額を上回る場合，
　下の「２　発生理由」に具体的な理由を記載してください。）

２　発生理由（具体的に記載のこと）

※積立支出額、資金収支差額の合計額、経常収入計は9Ｐ収支計算分析表から計算式で引用されています。

　 3　経常収入計は、資金収支計算書の経常活動による収支欄の経常収入計を記入すること。

発　生　理　由　書　（保育所のみ提出）

％

（各種積立預金への積立支出額　＋　当期資金収支差額の合計額）

×１００

※１　各種積立預金への積立支出額は、人件費積立預金、修繕積立預金、備品等購入積立預金

　　及び施設・設備整備積立預金積立支出の合計額を記入すること。

　 2　当期資金収支差額の合計額は、資金収支計算書の当期資金収支差額合計を記入すること。
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